
う記事がある。 

　寒さで血管が収縮する１～３月に心臓突然死

が最も多いというデータをもとに、心臓病の初

期症状をチェックする検査チケットを販売した

というのだ。 

　「検査の時間は約９０分。手足の血圧検査と血

液検査、専門医による検査結果の説明がある。

宝塚病院では心臓病に力を入れており、年間２００

件以上の手術実績を持ち、検査の説明には循環

器専門医の馬殿正人院長が当たる」とある。 

　チケットは１００枚限定で１枚３，５００円。「痛み

もないので、大切な人へのプレゼントに！」と

のこと。 

　そして、このチケットは病院のホームページ

から申し込むことができるようにしてある。 

　心臓病の初期症状をチェックする検査を、大

切な人に贈れるチケットにして販売を始めたと

いうアイデアも素晴しいが、データに基づいて、

心臓の突然死の多い１月から３月に販売をする

というのも、広報的視点を押さえていて評価で

きる。そして、ホームページから申し込めると

いう、４つのコミュニケーション手法の連携も

できている。 

 

 

 

　２００７年の総務省調査によると、社会に流通す

る情報量は１２年前の６３７倍という。増えた情報

の中には、患者さんを不安にさせるデマや、ま

ことしやかに並べられた嘘もよくみられる。 

　全国ネットのＴＶの健康情報番組には、影響

力の強いものもたくさんあるが、地域のことを

考えるよりは、視聴率だけを狙ったようなもの

もある。 

　こういった情報から、地域の患者さんを守る

ためにも、医療機関は地元メディアに積極的に

情報提供をしていくべきだと考える。 

　メッセージがメディアを経て患者さんのもと

に届けば、地元の医療機関なので、患者さんは、

すぐにアクションを起こして受診できる。そん

な医療機関とメディア、患者さんの関係が地域

の中で成立するために、広報を始めよう。 

茅島　秀夫（かやしま　ひでお） 
 

プロフィール 

地域広報が患者さんを救う 

１９８４年プラップ ジャパン入社。顧客組織化、企業広報、製品広報など
の業務を経て、企業の広報活動における戦略からアクションプランま
での企画立案およびコンサルティング業務を担当。社内の人材育成機
関「プラップ大学」を拠点に社内外の研修を行う傍ら、企業トップや医
師のメディアトレーニングやプレゼンテーショントレーニングを行う。
出張ベースで、中国の日系企業や中国企業の広報サポート、危機対応
を行う。日本広報学会会員、日本医療・病院管理学会会員。 

出所：筆者作成 

●図表４　広報のいろいろ

■記者説明会　年１回

　●病院の運営方針説明、計画の発表 

　●患者さん、住民向け活動の報告 

■記者懇親会　年1回

　●新年、クリスマス 

■ラウンドテーブル　半年に１度程度

　●テーマを決めて少人数（３～４名）の記者と情報交換 

　●テーマ：インフルエンザ、乳がん検診、虚血性心疾患… 

■プレストリップ　年１～２回

　●東京の雑誌（女性誌、育児誌、健康誌） 

　●「中央メディアを通じて地元へ」 

■ランチョン　年４回程度

　●理事長、院長と記者　1対1でランチをしながらミーティング 

　私は２００２年に出版した「人口半減：日本経済

の活路」（東洋経済新報社刊）において米国で急

成長していたＩｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅ Ｎｅｔｗｏｒｋ

（略称ＩＨＮ）を紹介した。その後も毎年米国のＩ

ＨＮを訪問してＩＨＮのマネジメントが進化し続

ける姿を観察、加えてオーストラリア、英国、

カナダといった医療制度が米国と全く異なる国々

でも公立病院を核にしたＩＨＮ構築が進められて

いることを調査してきた。私が１０年近く「日本

版ＩＨＮ」と言い続けた甲斐もあって、最近では

医療行政当局や県医師会などから講演会に呼ん

でいただく機会も増えている。しかし、一方で「Ｉ

ＨＮは日本では不可能」という批判を医療ジャ

ーナリストなる専門家などから受けている。そ

こで、本稿ではまずＩＨＮの本質を理解するため

のポイントを列挙し、続いて日本版ＩＨＮ構築に

よる医療改革について私見を述べることとしたい。 

 

 

 

　米国の医療界でＩＨＮという概念が明確に認識

されたのは、米国病院協会（ＡＨＡ）が９５年に発行

した「Ｔｈｅ１９９５－９６ ＡＨＡ Ｇｕｉｄｅ ｔｏ ｔｈｅ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅ 

Ｆｉｅｌｄ」でＩＨＮの定義付けを行った時である。

その定義とは、「地域コミュニティに対して幅

広い医療サービスを提供するために協力し合う

病院、医師、その他の医療従事者、保険者、コ

ミュニティ組織が形成するグループ」であった。

米国では８０年代後半から同じような機能を有す

る病院同士が合併する水平統合のブームが起きた。

しかし、水平統合により規模の経済性を追求す

ることでは医療の質向上とコスト節約を同時達

キヤノングローバル戦略研究所　研究主幹　松山　幸弘 

IHN●統合ヘルスケアネットワーク 
日本版の可能性 

水平統合ではなく垂直統合 

●図表１　統合ヘルスケアネットワーク（IHN）の概念図

まつやま ゆきひろ 

連続した継ぎ目のないケア 

医療保険

予防と早期発見

コミュニティにおける
家族単位によるケア提供

プライマリ・ケアと
専門ケア

処方薬指導

精神ケア
救急ケア

患者搬送サービス

病院での急性期ケア

リハビリテーション

在宅ケア

長期介護

終末期ケア
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成することは困難であることがすぐに明らかに

なった。そこで登場したのが、異なる機能を持

つ医療施設、医療従事者が垂直統合したＩＨＮな

のである。ＩＨＮが全米に普及したことを踏まえ、

０１年に出版された医学用語辞典ではＨｏｓｐｉｔａｌの

定義が「一つの医療施設」から「地域医療圏内

に異なる機能を有する医療施設、医療従事者を

配置する医療ネットワーク全体」に変化した。 

 

 

 

　８０年当時、米国、カナダ、日本において病院

入院費用が国民医療費全体に占める割合は４０％

を超えていた。それが、現在ではいずれの国で

も３０％前後に低下している。これは、抗がん剤

をはじめとする新薬登場、日帰り手術普及など

医療技術の進歩により、入院から外来、在宅ケ

アにシフトしたためである。その結果、急性期

病院単独の経営に固執する医療事業体は競争上

不利となり成長が困難になった。医療サービス

で競争優位に立つためには、予防、急性期ケア、

亜急性期ケア、リハビリ、外来、在宅ケア、介

護を継ぎ目なく提供することで患者を囲い込む

ことが必須要件となったのである（図表１）。 

 

 

 

　ＩＨＮが医療技術進歩の必然の産物ということは、

医療保険や医療提供体制が公か民かにかかわら

ずＩＨＮという仕組みが機能することを意味する。

実際、医療保険と医療提供体制が共に公中心で

あるオーストラリア、英国、カナダでも医療公

営企業という形でＩＨＮが構築されている。また、

米国には公立病院ＩＨＮと非営利民間病院ＩＨＮの

２種類があり患者獲得や医療専門人材獲得を巡

ってブランド競争を展開している。 

 

 

 

　米国には１１年１月現在ＩＨＮが５７６あり、その

うちの約１００が保険子会社を持っている。その

うちカリフォルニア州オークランドに本部を置

くカイザー・パーマナンテ以外は、医療提供部

門の事業規模の方が保険子会社より大きい。こ

れは、それらのＩＨＮではライバル保険会社の加

入者も患者として受け入れていることを意味する。

これに対して、カイザー・パーマナンテの場合、

医療提供部門と保険部門の事業規模が同じである。

換言すれば、医療提供部門は自社の保険加入者

しか患者として受け入れないし、保険加入者は

同社の医療施設しか原則利用できない。したが

ってカイザー・パーマナンテではレセプトとい

う請求事務がない。一方、オーストラリア、英国、

カナダの場合、医療財源を税金等で国が確保し

た上で州政府等を通じて医療公営企業ＩＨＮに配

分する仕組みになっている。したがって、これ

らの国々では保険部門の方が個々の医療公営企

業ＩＨＮより大きいという構造にある。ただし、

医療公営企業ＩＨＮの中に保険が組み込まれてい

ないといっても、医療の質向上とコスト節約を

同時追求する仕組みの中では両者は一元管理さ

れているといえるので、実質的には保険部門と

医療提供部門が統合したＩＨＮとみなして差し支

えない。 

 

 

 

　ハーバード大学のマイケル・Ｅ・ポーター教

授は、主要疾病ごとに継ぎ目のない医療サービス

提供体制を築くことをＩＰＵ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｐｒａｃｔｉｃｅ 

Ｕｎｉｔ：病態別統合型診療ユニット）と命名した。

そして、ＩＰＵを複数品揃えした医療事業体こそ

がブランド力あるＩＨＮとして競争優位に立つこ

とをテイスバーグ教授との共著「Ｒｅｄｅｆｉｎｉｎｇ 

ＨｅａｌｔｈＣａｒｅ」（邦題「医療戦略の本質」日経ＢＰ社

刊）で論じた。そのモデルとなったのがバージニ

ア州ノーフォークに本部を置くＩＨＮセンタラヘル

スケアである。図表２のとおり、センタラヘル

スケアは直径２４０ｋｍ、人口約２００万人の医療圏

に１００以上の医療施設を配置、経営意思決定を

一元化した求心力の強い仕組みを構築している。

米国では毎年ＩＨＮの経営統合度評価ランキング

が発表されている。センタラヘルスケアは、同ラ

ンキングで１０年、１１年と２年連続で１位になった。

センタラヘルスケアは心・血管医療でも有名だが、

最近はがん医療ＩＰＵ構築にも注力している。 

 

 

 

　センタラヘルスケアの経営陣が念頭に置いて

いるのは、地域住民の医療ニーズと医療提供体

制のミスマッチを可能な限りなくすことである。

医療の技術進歩とともに医療ニーズと医療提供

体制のあるべき姿の関係は常に変化している。

そのような経営環境下で重複投資や設備不足を

回避するためには、総花的な大病院志向を排し、

機能を明確にしたコンパクトな医療施設を多数

配置するダウンサイジングの発想が有効である。

これは、情報ネットワークが大型コンピュータ

中心からパソコン中心に進化したことに似ている。 

医療技術進歩の必然の産物 保険部門と医療提供部門の大小で３分類 

医療制度に関係なくＩＨＮは有効 

 

●図表２　センタラヘルスケアの概要

●創立から１２２年間非営利医療事業体としての使命を果たしている 
●８病院　１，９１１床 
●３，４００名の独立開業医が契約に基づきセンタラの施設を利用 
●１０長期介護／介助付き居住施設 
●長期入院施設 
●３８６名　直接雇用のプライマリ・ケア医と専門医 
●４４万人　医療保険子会社の加入者数 
●Sentara College of Health Sciences 
　医療人材養成のための大学 
●３０億ドル　２００９年１２月期の収入合計 
●３２億ドル　総資産 
●２万人　職員数 
 

●図表３　慢性病医療におけるIT活用の仕組み

複数のＩＰＵを品揃えした医療事業体 地域医療圏内ミスマッチの極小化 

人口約２００万人の医療圏に 
拠点１００超を最適配置 

ノースカロライナ州 

バージニア州 

医療圏拡大のため２０１０年に病院買収 

２４０ｋｍ

共有された定義（すべての医療現
場で病名、治療内容の定義を統一） 

ケアプロセスの共通モデル 

臨床プロトコルとオーダリング
組み合わせ 

電子カルテシステムからの独立
した臨床データ 

臨床パフォーマンス
管理システム 

特
定
の
病
態

層になっている 

Sentara MyChart 

症例登録 

臨床パスウェイと目
標設定したケアプ
ラン 

Episode 
Grouper

医療費の合計 

（Embedded Analyticsとはベストの医療を
計画し順守することを支援するツールの名称。
電子カルテに搭載） 

（MyChartとは、地域住民がインターネットで診
療録、検査結果にアクセスでき、予約、メール健
康相談等もできるシステムで、全米に普及中） 

情報に基づき目標が明確になった高価値の医療 

Embedded Analytics
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成することは困難であることがすぐに明らかに

なった。そこで登場したのが、異なる機能を持

つ医療施設、医療従事者が垂直統合したＩＨＮな

のである。ＩＨＮが全米に普及したことを踏まえ、

０１年に出版された医学用語辞典ではＨｏｓｐｉｔａｌの

定義が「一つの医療施設」から「地域医療圏内

に異なる機能を有する医療施設、医療従事者を

配置する医療ネットワーク全体」に変化した。 

 

 

 

　８０年当時、米国、カナダ、日本において病院

入院費用が国民医療費全体に占める割合は４０％

を超えていた。それが、現在ではいずれの国で

も３０％前後に低下している。これは、抗がん剤

をはじめとする新薬登場、日帰り手術普及など

医療技術の進歩により、入院から外来、在宅ケ

アにシフトしたためである。その結果、急性期

病院単独の経営に固執する医療事業体は競争上

不利となり成長が困難になった。医療サービス

で競争優位に立つためには、予防、急性期ケア、

亜急性期ケア、リハビリ、外来、在宅ケア、介

護を継ぎ目なく提供することで患者を囲い込む

ことが必須要件となったのである（図表１）。 

 

 

 

　ＩＨＮが医療技術進歩の必然の産物ということは、

医療保険や医療提供体制が公か民かにかかわら

ずＩＨＮという仕組みが機能することを意味する。

実際、医療保険と医療提供体制が共に公中心で

あるオーストラリア、英国、カナダでも医療公

営企業という形でＩＨＮが構築されている。また、

米国には公立病院ＩＨＮと非営利民間病院ＩＨＮの

２種類があり患者獲得や医療専門人材獲得を巡

ってブランド競争を展開している。 

 

 

 

　米国には１１年１月現在ＩＨＮが５７６あり、その

うちの約１００が保険子会社を持っている。その

うちカリフォルニア州オークランドに本部を置

くカイザー・パーマナンテ以外は、医療提供部

門の事業規模の方が保険子会社より大きい。こ

れは、それらのＩＨＮではライバル保険会社の加

入者も患者として受け入れていることを意味する。

これに対して、カイザー・パーマナンテの場合、

医療提供部門と保険部門の事業規模が同じである。

換言すれば、医療提供部門は自社の保険加入者

しか患者として受け入れないし、保険加入者は

同社の医療施設しか原則利用できない。したが

ってカイザー・パーマナンテではレセプトとい

う請求事務がない。一方、オーストラリア、英国、

カナダの場合、医療財源を税金等で国が確保し

た上で州政府等を通じて医療公営企業ＩＨＮに配

分する仕組みになっている。したがって、これ

らの国々では保険部門の方が個々の医療公営企

業ＩＨＮより大きいという構造にある。ただし、

医療公営企業ＩＨＮの中に保険が組み込まれてい

ないといっても、医療の質向上とコスト節約を

同時追求する仕組みの中では両者は一元管理さ

れているといえるので、実質的には保険部門と

医療提供部門が統合したＩＨＮとみなして差し支

えない。 

 

 

 

　ハーバード大学のマイケル・Ｅ・ポーター教

授は、主要疾病ごとに継ぎ目のない医療サービス

提供体制を築くことをＩＰＵ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｐｒａｃｔｉｃｅ 

Ｕｎｉｔ：病態別統合型診療ユニット）と命名した。

そして、ＩＰＵを複数品揃えした医療事業体こそ

がブランド力あるＩＨＮとして競争優位に立つこ

とをテイスバーグ教授との共著「Ｒｅｄｅｆｉｎｉｎｇ 

ＨｅａｌｔｈＣａｒｅ」（邦題「医療戦略の本質」日経ＢＰ社

刊）で論じた。そのモデルとなったのがバージニ

ア州ノーフォークに本部を置くＩＨＮセンタラヘル

スケアである。図表２のとおり、センタラヘル

スケアは直径２４０ｋｍ、人口約２００万人の医療圏

に１００以上の医療施設を配置、経営意思決定を

一元化した求心力の強い仕組みを構築している。
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　センタラヘルスケアの経営陣が念頭に置いて

いるのは、地域住民の医療ニーズと医療提供体
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●図表２　センタラヘルスケアの概要

●創立から１２２年間非営利医療事業体としての使命を果たしている 
●８病院　１，９１１床 
●３，４００名の独立開業医が契約に基づきセンタラの施設を利用 
●１０長期介護／介助付き居住施設 
●長期入院施設 
●３８６名　直接雇用のプライマリ・ケア医と専門医 
●４４万人　医療保険子会社の加入者数 
●Sentara College of Health Sciences 
　医療人材養成のための大学 
●３０億ドル　２００９年１２月期の収入合計 
●３２億ドル　総資産 
●２万人　職員数 
 

●図表３　慢性病医療におけるIT活用の仕組み

複数のＩＰＵを品揃えした医療事業体 地域医療圏内ミスマッチの極小化 

人口約２００万人の医療圏に 
拠点１００超を最適配置 

ノースカロライナ州 

バージニア州 

医療圏拡大のため２０１０年に病院買収 

２４０ｋｍ

共有された定義（すべての医療現
場で病名、治療内容の定義を統一） 

ケアプロセスの共通モデル 

臨床プロトコルとオーダリング
組み合わせ 

電子カルテシステムからの独立
した臨床データ 

臨床パフォーマンス
管理システム 

特
定
の
病
態

層になっている 

Sentara MyChart 

症例登録 

臨床パスウェイと目
標設定したケアプ
ラン 

Episode 
Grouper

医療費の合計 

（Embedded Analyticsとはベストの医療を
計画し順守することを支援するツールの名称。
電子カルテに搭載） 

（MyChartとは、地域住民がインターネットで診
療録、検査結果にアクセスでき、予約、メール健
康相談等もできるシステムで、全米に普及中） 

情報に基づき目標が明確になった高価値の医療 

Embedded Analytics
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主要疾病のＩＰＵを品揃えしミスマッチの極小化

を追求できるＩＨＮは、医療費全体が増え続ける

かぎり、医療政策に影響されることなく増収増

益が可能となる。なぜなら、必要とされる医療

サービスを品揃えしておけば、医療政策により

急性期から在宅またはその逆といった具合に財

源がシフトしたとしても、医療事業体全体とし

ては影響を受けない。その結果、事業展開する

地域医療圏の医療費総額が増えている限り、必

然的に増収増益になるからである。 

 

 

 

　電子カルテなどの医療ＩＴ投資コストの主たる

負担者は、地域中核病院であることが多い。し

かし、ＩＴ活用により過剰医療をなくしコスト節

約に成功しても、病院は減収減益となり得をす

るのは保険者である。また、患者奪い合いのラ

イバルである他の医療機関との情報共有は利害

対立のため一向に進まない。これが、わが国で

医療ＩＴ投資が進まない最大の理由である。とこ

ろが、保険子会社を持つ米国のＩＨＮやそれと類

似の構造にあるオーストラリアの医療公営企業

ＩＨＮの場合、保険部門と医療提供部門の損得問

題は解消し、医療提供部門も急性期から在宅ま

で垂直統合した仕組みであるため情報共有のイ

ンセンティブが働く。また医療ＩＴ投資のやり方

も、わが国のように施設単位ではなく地域医療

圏単位であるため、コストが安く医療情報の標

準化が一気に進む。その結果、医療チーム全員

で患者情報を共有、地域住民は自宅のパソコン

から診療録閲覧、予約、簡単な健康相談ができ

る時代が到来した。図表３は、センタラヘルスケ

アの慢性病医療におけるＩＴ活用の仕組みである。 

 

 

 

　図表４は、オーストラリア・ニューサウスウ

ェールズ（ＮＳＷ）州の医療圏区分と医療公営企

業ＩＨＮ設置の状況である。重要なことは、州民

は自分の住所から離れた他医療圏の医療公営企

業ＩＨＮで受診する選択権を持っている点である。

つまり、医療公営企業ＩＨＮによる地域間競争が

行われているのである。この地域間競争は国内

だけに止まらない。オーストラリアの医療公営

企業ＩＨＮの中には、大学と業務提携することで

研究機能を高め医療産業の国際競争力向上に貢

献している所もある。このＩＨＮによる国際的な

ブランド競争で先頭を走っているのが米国のＵ

ＰＭＣである（図表５）。 

 

 

　以上のとおり諸外国のＩＨＮを概観したが、注

目すべき点は、医療サービスをフルに品揃えし

垂直統合したＩＨＮの基本型を世界で最初に創造

したのは日本だという事実である。たとえば、

長野厚生連や聖霊福祉事業団がそれである。両

事業体ともに０９年度収入額が８００億円を超え、

診療報酬マイナス改定の時代でも黒字経営を堅

持してきた。つまり、わが国においても「医療

政策の影響を中和しつつ増収増益」というＩＨＮ

のメリットが機能しているのである。 

　それではどうして地域医療崩壊が起きている

のであろうか。その元凶は、地域医療の核にな

るべき国公立病院が施設単位でバラバラに運営

され、放漫経営を続けていることにある。これ

を打開するためには、国公立病院を補助金削減

により地域医療圏単位で経営統合することを促し、

ＩＨＮ構築のインフラに変貌させる必要がある。

地域に有力な社会医療法人や病院併設社会福祉

法人があれば、彼らを国公立病院の指定管理者

にするという方法も有望である。 

　一方、保険者については都道府県単位で統廃

合される方向にある。したがって、ＩＨＮ方式で

強いセーフティネット医療事業体を創り、これ

と保険者が一体的に経営される仕組みを構築す

れば、オーストラリアの医療公営企業ＩＨＮに近

い医療体制ができる。これが日本版ＩＨＮのイメ

ージである。日本版ＩＨＮの医療提供部門はその

地域医療市場のシェア１００％を獲る必要はない。

セーフティネットの核となるＩＨＮが２０～３０％の

シェアを持てば、残りの医療機関は医療の標準

化等で追随せざるを得なくなり、医療改革の目

的が達成されるからである。 

 

松山　幸弘（まつやま　ゆきひろ） 
 

プロフィール 

医療政策の影響を中和しつつ増収増益 

医療ＩＴ投資の恩恵を地域住民全体が享受 

わが国の現状と今後 

現職
一般財団法人キヤノングローバル戦略研究所　研究主幹　 
経済学博士 
オーストラリア・ニューサウスウェールズ大学医学部臨床ガバナンス研
究センター客員研究員、文京学院大学大学院経営学研究科客員教授、
千葉商科大学大学院政策研究科客員教授 
 
履歴 
１９７５年東京大学経済学部卒業。１９７５年～９９年保険会社勤務。 
１９９９年以降富士通総研経済研究所、民間医療法人専務理事、旭中央
病院顧問等を経て２００９年４月より現職。主な著書は「医療改革と経済
成長」（日本医療企画、２０１０年）、「人口半減：日本経済の活路」（東洋
経済新報社、２００２年）、「エイズ戦争」（東洋経済新報社、１９９２年）等。 
 

●図表５　急成長を続ける医療産業集積UPMC

連邦政府

●図表４　オーストラリアNSW州の医療公営企業配置

西オーストラリア州 

北部準州 

南オーストラリア州 

クイーンズランド州 

ヴィクトリア州 

ニュー・サウス・
ウェールズ州

タスマニア州 

州人口　７２４万人 

２０１１年６月期予算 
１６４億豪ドル 

オーストラリア
ＮＳＷ州 Local Health Networks 医療圏区分
国の医療改革に基づく２０１１年１月スタート新体制 

ピッツバーグ大学（年間収入１８億ドル）

カーネギーメロン大学

NIH（国家医療研究所）から研究資金 

研究開発

＆

市場創造

世界中から企業・研究機関が参加

医師、研究者の交流 

UPMC
Integrated Global Health Enterprise
年間収入８０億ドル・利益率３％
病院２０＋外来拠点数４００超 
医療圏人口４００万人＋海外患者 
医療保険子会社加入者数１４０万人 

UPMCの職員数５万人 
直接雇用医師数　２，７００名 
契約独立開業医　４，０００名 
＜地域経済成長のエンジン＞
医療関連施設の建設投資２億ドル 

追加雇用創出８万人・経済波及効果１００億ドル 
＜海外進出＞

イタリア⇒臓器移植専門国立病院の運営 
バイオメディカル研究センター 

アイルランド⇒がんセンター２　病院１ 
カタール⇒救急医療システム 

英国⇒医療情報システムのノウハウ提供 
キプロス⇒がんセンター 

 

※数字は２０１０年６月期 

成果の実践 

研究資金提供 

地方部 

医療公営企業７社 

都市部 
医療公営企業８社 

州全体を担当する 
医療ネットワーク３ 

（小児、精神、公衆衛生） 

＋ 

ＩＨＮは地域間競争のインフラ 
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Integrated Global Health Enterprise
年間収入８０億ドル・利益率３％
病院２０＋外来拠点数４００超 
医療圏人口４００万人＋海外患者 
医療保険子会社加入者数１４０万人 

UPMCの職員数５万人 
直接雇用医師数　２，７００名 
契約独立開業医　４，０００名 
＜地域経済成長のエンジン＞
医療関連施設の建設投資２億ドル 

追加雇用創出８万人・経済波及効果１００億ドル 
＜海外進出＞

イタリア⇒臓器移植専門国立病院の運営 
バイオメディカル研究センター 

アイルランド⇒がんセンター２　病院１ 
カタール⇒救急医療システム 

英国⇒医療情報システムのノウハウ提供 
キプロス⇒がんセンター 

 

※数字は２０１０年６月期 

成果の実践 

研究資金提供 

地方部 

医療公営企業７社 

都市部 
医療公営企業８社 

州全体を担当する 
医療ネットワーク３ 

（小児、精神、公衆衛生） 

＋ 

ＩＨＮは地域間競争のインフラ 
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